官民境界確認申請書

　　　　　年　　　月　　　日

松 伏 町 長　 　　　　　　　　　宛て
住　所

申請者　　氏　名                  　　　　　        印
（電話）

住　所

代理人  　氏　名              　 　 　　　          印
（電話）

測量士登録番号

土地家屋調査士　　　　　　　　　　　　
登録番号

　私は、下記土地と公物の用に供されている土地との境界を確認したいので、必要図書を添えて申請します。
記
１．土地の所在　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２．申請理由　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
３．境界確認する公物     町道　　　　　　号線・水路敷・その他（　　　　　　　　　　）

４．添付図書      案内図、公図の写し（対象とする物件に関して必要なものすべて

図上に所有者を記入したもの）、土地所有者一覧表、土地登記簿
謄本（発行日が境界確認申請日より溯って1ヶ月以内の正本、
申請者
控え分はコピー可）、参考資料（道路台帳、座標データ写し、
地積測量図等）戸籍謄本等（適宜）、委任状
各2部（正・副）
５．立会希望日時　　　　　　　　年　　　月　　　日　　午前・午後
官民境界確認申請に当たっての注意事項

官民境界確認は、申請地と道路等の公物の用に供されている官地との境界について、測量的精度をもって境界を確認するものです。また、境界確認が成立した場合に、その内容を将来にわたって明確にするため、文書の取り交わしを行うことになります。

以上、趣旨をご理解され、申請に当たっては、下記事項に十分ご留意下さい。

記

１．官民境界確認を申請する方は、次の用件を具備しなければなりません。

　(１)申請地の所有権を有しているか、または、所有権者から委任を受けていること。
　(２)未成年者については、親権者か後見人、準禁治産者については保左人の同意書を得て行い、また、禁治産者については後見人が代わって行うこと。

　(３)官民境界確認には測量等専門技術を要するため、その業務を土地家屋調査士または調査士に委任済みのこと。個人からの申請は受付できません。
２．前記１(１)の委任の例は、おおむね次のような場合です。

　(１)測量士、土地家屋調査士等に官民境界確認に関する事務を委任するとき

　(２)共有地について、一部の共用者が他の共用者に委任するとき

　(３)遺産分割がなされていない共有地について、一部の相続人が他の相続人に委任するとき

３．申請書は押印し、次の図書を申請書提出時に必ず添付して下さい。

(１)案内図

住宅地図等に申請地を書き入れて下さい。

　(２)公図の写し

　　　法務局に備え付けの公図を転写したもので、図上に所有者等を記入したもの。なお、境界確認箇所は朱線で明示すこと。

　(３)土地所有者一覧表

　　　土地所有者の住所、氏名、地目、地積を境界確認する箇所の両隣りおよび公共用地を挟む反対側について、登記簿を調査の上作成して下さい。なお、境界確認に立ち会う範囲についても同様とします。

　(４)土地登記簿謄本

　　　申請地の登記簿謄本で、申請日から溯って１ヶ月以内に交付を受けたもの。

　(５)委任状

　　　必ず、申請者本人が自署し押印したもの。

　(６)戸籍謄本等

　　　相続等の場合、土地登記簿から所有権者が誰であるか不明のときに添付する。

　(７)参考資料

　　　道路台帳や座標データの写し、その他境界確認する上で参考となる資料があれば添付する。

４．官民境界確認する財産に道路以外の公物管理者がある場合（水路、公園等）、申請時にお知

らせ下さい。

５．官民境界確認の立ち会い人への連絡は、申請者あるいは申請者から委任を受けた代理人から行って下さい。

６．現場立ち会いにて官民境界確認が成立した場合は、別紙「官民境界確認同意書」を渡しますので、申請者および立ち会い人は本人自署押印の上、測量図を添付し提出して下さい。（正副２部）

　　当日立ち会えなかった方については、後日立ち会いいただき「官民境界確認同意書」に押印して下さい。

７．官民境界確認で明確になった土地で、官地が交差する箇所（道路と道路、道路と水路等）及び折れ点には、町支給の官民境界標を設置して下さい。詳細については、担当までご確認下さい。
８．官民境界確認申請後および立ち会い後、１年間連絡のないものについては破棄処分とさせていただきます。

